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ITソリューション特集2020

日本航空（JAL）は、2020年度第1四半期（4～6月）よりNDCを導入し、NDCを
活用した販売を開始する。日系航空会社では、ANAも導入へ向けた開発を進める
と昨年発表、日本マーケットにおいても、NDC導入の流れが今後本格化する。
NDCを推進する背景や今後の展開についてJALに話を聞いた。

「3つの接続方法」を提示
旅行会社がイメージしやすく

NDC導入の経緯
　NDC導入に至る背景について、日本航
空 旅客販売統括本部 企画部 ディストリ
ビューション戦略グループ アシスタン
トマネジャーの大山雄輝氏は、「数年前
より、先行する欧米系キャリアの動向を
注視しながら、NDCを活用して何ができ
るか、当社は何をしたいのかなどNDC
を活用したJALの新たなビジネスモデル

（JALのありたい姿）を構築すべく、検討
を重ねてきた。１年ほど前から日本にお
いてもNDCが話題に上がるなか、今のタ
イミングでの導入決定に至った」と語る。
　NDC導入の発表を行ったのは2月6日。
プレスリリースには、具体的なNDCの接
続方法を３つ提示している（上図参照）。
同グループ グループ長の速水孝治氏は

「プレスリリースは、BtoBを意識した内
容となっている。旅行会社の皆さまがど
のように対応するのか、まずはこちらか
ら具体的なつなぎ方を提案する必要が
あった」と強調する。

「幅広い選択肢をより広く」
費用抑制よりも収入拡大

NDC導入の狙い
　NDC導入の狙いについて、大山氏は

「収入拡大と費用抑制」の２つを挙げる。
NDCを介した接続により、「収入に関し
ては２つの要素があり、１つに旅行会社
においても、航空会社の自社サイト同様
に画像や動画によるリッチコンテンツを
絡めた展開やアンシラリー（付帯サービ
ス）の販売が可能となる。２つ目には、

「統一」の通信規格というNDCの特長に
よってコンテンツアグリゲーターなど
との接続が容易となり、これまでJALの
サービスや商品を知らなかったお客さま
にも我々の商品やサービスを広く展開で
きる販路拡大の要素である。これら２つ
によりNDCによる収入拡大が期待でき
る」という。
　また速水氏は、「例えば、プレミアム
エコノミークラスは、お客様にとってま
だイメージしづらく、実際に販売頂く旅
行会社のスタッフでも説明しづらいケー
スがある。NDCにより、具体的な画像や
文章があれば、店頭でもその場で勧める
ことができるので、増収にもつながる」
と、具体的なメリットを挙げる。
　リッチコンテンツについては、GDS
でも現在対応可能だが、会社によって

フォーマットが異なることから、それぞ
れのGDSに対応しなければならない。一
方NDCは、IATA（国際航空運送協会）が
提唱する統一規格のため、「NDCという
共通言語を使えば、３つの接続方法を通
じて、すべてのチャネルに対し、JALと
して打ち出したいサービスや商品を提案
できる」（速水氏）というメリットがある。

　一方、費用抑制については、NDCを活
用することでディストリビューションコ
ストの抑制につながるという。「単なるコ
スト削減ではなく、（航空会社にとって
も、旅行会社にとっても）それぞれ今ま
でより安く利用できるようになる」こと
が期待される。
　ただ、JALとしてNDCは、費用抑制よ
りも収入拡大の意味合いが強い。速水氏
は「コストよりも、より売りやすい環境
を提供し、販売チャンスを増やしたいと
いうのが目的だ」と強調する。

第1四半期から、まずは北米で
GDSアグリゲーターにも今後対応

NDC導入のスケジュール
　NDC導入にあたっては、まず2020年度
第１四半期中に北米マーケットにおいて
スタート。「まずはパイロット展開でテス
トケースを集めてから、本格的な運用を
開始する」（速水氏）意向だ。
　通常、同社はホームである日本マー
ケットからスタートするケースが多いな
か、NDCについては海外マーケットから
展開を開始する。これには同社と共同事
業（JV）を展開し、NDCで先行するアメリ
カン航空の存在が大きい。「どうやって
北米地区において進めていくか、アメリ
カン航空のノウハウや営業ネットワーク
を活用していく。例えば今まで関係がな
かったOTAへの販路拡大など、メリット
が期待できる」という。
　接続に関しては、JALが提案する「３
つの接続方法」のうち、まずアグリゲー
ターであるトラベルフュージョン社との
接続から開始する。JALはNDC導入にあ

たり、基盤システムの開発でアマデウス
と契約しており、トラベルフュージョン
社は、既にアマデウスのシステムを使っ
た航空会社とのNDC接続の経験がある。

「トラベルフュージョン社は、グローバル
展開しており、世界の皆様にJALのサー
ビスや商品の魅力を伝えられる」（大山氏）
と期待を見せる。
　またアグリゲーター機能を備えたGDS

（GDSアグリゲーター）をはじめ、10数
社との接続を検討しており、今後１年ほ
どかけて進めていく。並行してIATAの
NDC認証の取得も進める。「まずは第1四
半期中に、オファー（航空会社による回
答）とオーダー（予約記録）に対応でき
るレベル３の取得を目指す」考えだ。

どうNDCに対応するか
旅行会社との連携重視

日本での展開
　日本を含む北米以外のマーケットにお
いては、GDSアグリゲーターをはじめと
する接続先の拡大に合わせ、１年ほどか
けて順次開始していく予定だ。日本マー
ケットについて、速水氏は「もう少し時
間がかかると見ている。旅行会社の皆さ
まがNDCに対してどう対応していくか
による」と説明する。
　JALではNDC接続において、アグリ
ゲーター、GDSアグリゲーター、またダ
イレクト接続という具体的な「３つの接
続方法」を提案している。日本の旅行会
社においては、GDSをベースとした自社
システムを運用しているケースが多い。
NDCに対応するには投資が必要で、例え
ばダイレクト接続には多額の投資が必要
となり、GDSがGDSアグリゲーターとし
てNDC対応を進めるなか、本格的な運用
は今後待たれるところだ。
　速水氏は「例えば大手の旅行会社の皆
様がNDCにどう対応していくか、現状で
はまだ決めかねている状況にあると推察
している。NDCについて関心を持って頂
いているいくつかの旅行会社の方々とは
既に直接お話させて頂いている。旅行会
社の皆様とは喜んでお話させて頂きたい」
と述べ、日本マーケットにおけるNDC展
開にあたっては、旅行会社との連携を重
視する姿勢を見せる。

手数料は「検討せず」、専用サイトはなし
アンシラリーやNDC運賃の可能性

NDC運用にあたって
　NDC接続を運用するにあたり、他社で
導入しているNDC接続以外に対する手

数料やNDC接続へのインセンティブに
ついて、大山氏は「NDCに寄せるために
他社で導入している手数料は現時点にお
いて検討していない。またインセンティ
ブよりも、NDCを介して提供するコンテ
ンツの充実が重要。エンドユーザーに対
し、売りやすい環境を提供することが大
切だ」とのスタンスを見せる。また他社
で導入しているウェブアプリケーション

（NDC接続による航空会社専用の予約サ
イト）の予定もない。
　NDCの運用に関して、速水氏は「当社
はまず北米でNDCの運用を開始するが、
いきなりNDCを介さない予約に対して
手数料を導入すれば、旅行会社は受け入
れないだろう。北米での当社の認知度は
まだ低い。販売機会を増やすためにNDC
を導入するのに、逆に販売機会が減って
しまっては導入の意味がない」と指摘す
る。
　一方、NDC接続を展開することで、今
後より幅広い運賃の提供が可能となる。
大山氏は「アンシラリーの販売は、現在
社内で検討している。エンドユーザーが
何を求めているか、それに対応する必要
がある。NDCはこうした対応にフィット
できる」と語る。
　さらにNDC向けの運賃に関しても、

「将来検討するコンテンツのひとつ。今
まで運賃幅はざっくりとしたものだが、
NDCにより、個々のお客様のニーズに合
わせた運賃を提供できるようになる」と
述べ、検討する姿勢を見せる。企業向け
や旅行会社向け、またはダイレクト接続
向けなど、「いろいろな切り口で、多種多
様な運賃設定と提供が、NDCを使えばや
りやすくなる」という。
　NDCにより、多種多様な運賃設定が可
能となることから、社内での受け入れ体
制の整備も進めていく。「システムを導
入してキャリア側で多種多様な運賃を管
理、コントロールする必要がある。やる
ことは多いがその価値はある」と意欲を
見せる。

（参考）NDCについて詳しくは

週刊ウイングトラベル「ITソリューショ
ン特集 2019」（2019年3月25日発行 増
刊）2～3面「航空会社の新たな流通企画

『NDC』って何？」（紙面のPDFが開きま
す。2019年3月25日時点での情報です）

JALが提案するNDCの3つの接続方法（プレスリリースより）

リッチコンテンツのイメージ（プレスリリースより）

日本航空 旅客販売統括本部 企画部 ディストリビューション戦略グループ 
グループ長 速水孝治氏（左）、アシスタントマネジャー 大山雄輝氏（右）
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外資系のグローバル企業ではすでに一般的な出張管理。社員の出張手配データを包括的に管理し、出張コスト
の削減を図る手法で、日本の企業においても、グローバル化を背景に、出張管理に取り組む企業が増えている。 
日本の企業における出張管理の実態について、昨年、アメリカンエキスプレス・グローバルビジネストラベル・ 
日本旅行（GBT NTA）が実施した「日本における出張管理の実態調査」の結果をもとに、その現状を紹介したい。

日本における出張管理の実態
GBT NTAの調査報告から読み解く

6割の企業が旅行会社を指定
1社のみは4割弱、出張者にゆだねるケースも

　まず、海外出張手配の依頼先について、４割弱が
「会社指定旅行会社（1社）」と回答、「会社指定旅行会社
（複数社）」と合わせ、全体の61％の企業が旅行会社を
指定している（表1）。一方で「出張者自身で選ぶ旅行会
社」は22％で、そのうち「企業側で手配を依頼する旅
行会社を指定せずに出張者自身に選ばせている」企業
も全体の12％（128社中15社）ある。また「出張者自身で
直接予約」の割合は34％で、その中には会社の指定旅
行会社があるものの、出張者による直接予約を認めて
いるというケースも含まれる。
　また、海外出張費の規模別で見ると（表2）、「会社指定
旅行会社（1社）」がグループ１（海外出張費：年間３億
円以上）で65％と割合が高いのに対し、グループ３（同：
年間１億円未満）は30％、一方「出張者自身で選ぶ旅行
会社」は、グループ１で10％、グループ３で32％と、
対照的な結果となっているのが興味深い。出張規模が
大きい企業ほど、指定旅行会社を集約する傾向にある
ことが分かるだろう。

事前承認、経費精算ツールの導入割合高く
OBTや危機管理など、出張規模により導入に差も

　出張手配／管理関連ツールの導入状況においては
（表3）、「事前承認」および「経費精算システム」の割合
が総じて高い結果となった。一方で「オンラインブッ
キングツール（海外）」「危機管理」「データ分析」「旅程
管理アプリ」といったツールは、グループ１の割合が
高い傾向にあり、海外出張費の規模によって大きな差
が出ていることが分かる。

コスト意識高く、今後の改善課題
有効なBTMソリューション導入がカギ

　手配プロセスや出張管理、また旅行会社、航空会社、
ホテルなどとの関係、の３つに分け、それぞれ企業で
抱える改善課題について挙げてもらった。（表4）で多
かったのが「事前承認プロセス」や「精算申請の効率
化」、また（表5）では「出張コストの最適化」、（表6）
では「航空会社／ホテルとの契約料金交渉」に多くの
回答が集まった。
　こうした課題に対して、旅行会社が果たす役割は大
きい。上記に加え、「オンラインツールの導入」や「危
機管理」「規定外手配の削減」「出張データの取得／蓄
積」「出張データの分析」といった課題に対して、有
効なBTMソリューションが揃っており、こうしたソ
リューションの導入の提案、また適切なアドバイスを
提供できるはずだ。
　一方で（表4）と（表6）において、「特になし」と回
答した割合が23％、28％とあり、いまだ課題が認識さ
れていない状況も見ることができる。
　こちらも出張規模別でみると（表7）、やはり全般的に
グループ１やグループ２など、出張規模の大きい企業
ほど回答の割合が高く、出張規模により認識の差があ
ることが読み取れる。なお、「出張データの分析」にお
いてはグループ２の回答が最も高いが、すでにグルー
プ１の企業では分析が進んでいるということがその要
因として考えられる。

出張管理の専門家が必要？
旅行会社がサポートできる可能性

　一方、「課題改善への必要な要素」（表8）の回答で
は、出張管理を担当する担当者の不在や、担当者の人
材育成など、人材面での回答が多く集まった。出張管
理が進むグローバル企業においては、トラベルマネー
ジャーと呼ばれる専門の担当者がおり、出張規定の策
定や運用、改定、またサプライヤー（航空会社やホテ
ル）との契約料金交渉、出張者の安全管理といった業
務に携わっている。こうしたトラベルマネージャーに
は、旅行業界、コンサルティング業務の経験者が担う
ケースが多いという。
　日本企業においては、こうしたトラベルマネー
ジャーへのニーズが上記の回答のように高いものの、
実際の現場では総務や人事部門が担当するケースが多
く、自前で専門家を育成するのが難しい状況だ。より
出張管理へのニーズが高まるなか、BTMソリューショ
ンによるサポートやコンサルティングなど、旅行会社
が果たす役割はますます高まっており、より積極的な
取り組みが期待される。

会社指定旅行会社（複数社）

部門・部署指定旅行会社

出張者自身で選ぶ旅行会社

会社指定旅行会社（1社）

出張者自身で直接予約

社内の指定部署／担当者

38%

10%

22%

34%

7%

その他

分からない

グループ内旅行子会社 8%

5%

3%

危機管理

規定外手配の削減

出張データの取得／蓄積

出張コストの最適化

出張データの分析

出張規定の定期的な見直し

71%

33%

34%

19%

30%

21%

ワークライフバランス

特になし

グローバル出張管理 24%

13%

9%

指定旅行会社の定期的な
見直し

航空会社との契約料金交渉

ホテルとの契約料金交渉

指定旅行会社の集約

LCCの利用

民泊やUberなどの
サービスの利用

14%

20%

30%

30%

13%

6%

特になし 28%

オンラインツールの導入

支払い方法

精算申請の効率化

事前承認プロセス

特になし

38%

22%

32%

42%

23%

出張管理の知識を有する
社内の人材

経営陣の理解／バックアップ

出張者／手配者の規定に
対する理解

出張管理全般を主管する
担当者の存在

出張データの充実

関連部門同士の連携

27%

30%

23%

36%

18%

21%

特になし 14%

23%

オンラインツールの導入

グループ1 45%

グループ3

グループ4

グループ2 26%

19%

13%

規定外手配の削減

グループ1 50%

グループ3

グループ4

グループ2 48%

30%

19%

出張データの分析

グループ1 25%

グループ3

グループ4

グループ2 52%

25%

25%

航空会社との契約料金交渉

グループ1 55%

グループ3

グループ4

グループ2 43%

26%

9%

事前承認

グループ1 90%

グループ3

グループ4

グループ2 61%

49%

34%

オンラインブッキングツール（海外）

グループ1 55%

グループ3

グループ4

グループ2 22%

6%

0%

旅程管理アプリ

グループ1 10%

グループ3

グループ4

グループ2 0%

2%

0%

データ分析

グループ1 40%

グループ3

グループ4

グループ2 13%

2%

0%

経費精算システム

グループ1 90%

グループ3

グループ4

グループ2 78%

58%

56%

危機管理

グループ1 60%

グループ3

グループ4

グループ2 35%

2%

9%

出張者自身で選ぶ旅行会社

グループ1 10%

グループ3

グループ4

グループ2 13%

32%

19%

会社指定旅行会社（1社）

グループ1 65%

グループ3

グループ4

グループ2 43%

30%

31%

３億円以上：20社 ➡ 【グループ1】
１～３億円未満：23社 ➡ 【グループ2】

１億円未満：53社 ➡ 【グループ3】
分からない：32社 ➡ 【グループ4】

海外出張費

回答企業の業種

（表1）海外出張手配依頼先（複数回答）

出典＝GBT NTA「日本における出張管理の実態調査」（2019年6～8月）

（表5）今後の改善課題（出張管理、複数回答）

出典＝表1に同じ

（表6）今後の改善課題（旅行会社、航空会社、ホテルなどとの関係、複数回答）

出典＝表1に同じ

（表4）今後の改善課題（手配プロセス、複数回答）

出典＝表1に同じ

（表8）課題改善に必要な要素（複数回答）

出典＝表1に同じ

製造業 55％

（表2）海外出張手配依頼先（複数回答、グループ別）

出典＝表1に同じ

（表3）出張手配／管理関連ツールの導入状況（複数回答）

出典＝表1に同じ

（表7）今後の改善課題（複数回答、グループ別）

出典＝表1に同じ

年間出張費（海外出張のみ）

卸売業、小売業 18％

建設業 7％
金融業、保険業 5％

情報通信業 4％
サービス業 3％

その他 8％

10億円以上 9％
5～10億円未満 2％
3～5億円未満 5％

1～3億円未満 18％

5000万～1億円未満 
12％

5000万円未満 29％

分からない 25％
グループ1

グループ2グループ3

グループ4

●調査対象：上場企業、出張費用7000万円以上かつ海外拠点5ヶ所以上の
未上場企業

●対象部門／担当：人事部門、総務部門、財務／経理部門、購買部門、出
張管理担当者

●回答数：163件（うち有効回答数（全問回答）：128件）

アメリカンエキスプレス・グローバルビジネストラベル・日本旅行
「日本における出張管理の実態調査」（2019年6～8月）
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スマートフォンが普及するなか、旅行検索や予約の場面においてもモバイルにシフトする流れが強まっている。
またトラベルアプリの利用価値も高まっており、旅行会社にとってモバイルへの対応は、今後必要不可欠となっ
てくるだろう。ここではトラベルポートの「グローバル・デジタル・トラベラー調査」（2019年8月）や「モバ
イル・トラベル・トレンド」（2020年1月）の調査結果より、その現状を紐解いてみたい。

旅行者のモバイル、アプリの利用動向は？
トラベルポート調査より

出張予約もモバイルで
若年層ほどモバイルにシフト

　まず出張時におけるスマートフォンをはじめとする
モバイル機器の利用状況を見ると、およそ８割が利用
したことがあると回答（表1）。また半数以上が毎回、
または多く利用すると答えている。
　利用形態においては、いまだデスクトップによるオ
ンライン予約の回答が多いものの、モバイル機器によ
るオンライン予約の割合もデスクトップに次いで高い
（表2、複数回答）。
　年代別に見ると、傾向がくっきりと分かれる。表2を
見ると、20～39歳の若年層では、デスクトップ（66％）
とモバイル（59％）の差が大きく変わらないのに対し、
55歳以上のシニア層では、デスクトップ（75％）、モ
バイル（23％）と、モバイルの利用率が極端に低いこ
とが分かる。全般的にモバイル利用は若年層（18～19
歳、20～39歳）で高い傾向だ。
　また興味深いのが、旅行会社の対面予約を回答した
割合だ。55歳以上で20％なのに対し、18～19歳で38％、
20～39歳は37％と、若年層での利用が意外と多いこと
が分かる（表2）。これには、例えば出張時の予約手配は
まだ慣れていないので、初回は旅行会社に出向いてリ
クエストをする、といった傾向があるのかもしれない。

予約時の不満はソリューションでカバー

　ちなみに予約時に不満なことを挙げてもらったとこ
ろ（表3）、アンシラリー（付帯）サービスや運賃ルー
ルについての回答が高い割合を占めた。また「フライ
トやホテル、地上交通を一括して予約できない」「オ
ンラインチェックインや座席指定のルールを知る必要
性」「自分の好みを旅行会社が把握していないこと」な
どの回答もあり、こうした不満は、導入するソリュー
ション次第で大きく解決できることが期待される。

アプリの利用も拡大
便利な機能が利用増のカギを握る

　一方、旅行関連アプリの利用も拡大傾向にある。ア
プリのダウンロード数（表4）は、前年比で「増えた」
と答えた人が半数以上に達し、利用頻度も「毎日」が
19％、「月ごと、もしくはそれ以上」で47％に達し（表
5）、旅行（出張）中に何かしらの旅行関連アプリを使っ
ている状況が分かる。

　旅行関連アプリの利用増の背景には、便利な機能が
続々と登場し、使い勝手が良くなっていることが大き
な要因として挙げられる。では、実際にアプリでどん
な機能を使うかに関しては、フライトチェックやフラ
イト／宿泊の予約、検索、といった回答が上位を占め
た（表6、複数回答）。

　アプリに求める機能については（表7）、「最新のフラ
イト情報の通知」や「アプリ上でのフライト変更手続き」
といった、旅行中の手配に関する回答が上位を占めた。
ほかにも地図や現地情報、決済など、より便利な機能
へのニーズが高く、実現することで、よりアプリの利
用率は高まることになるだろう。また便利に感じる通
知機能では（表8）、「最新のフライト情報（チェックイン
時間や遅延情報など）」が最も高い割合を占めた。

　
モバイルへの投資効果は？
顧客との関係強化に期待

　「モバイル・トラベル・トレンド」では、旅行者だけ
でなく、旅行業界関係者の調査も行っており、その中
での旅行業界各社のモバイルへの意識を取り上げてみ
たい。（表9）と（表10）共にモバイルによってもたされ
る効果として、多く挙げているのが顧客との関係強化
だ。また収益創出やコスト削減といった内部的な効果
に期待する意見も多く見られた。このようにモバイル
の重要性はますます高まっており、旅行会社にとって
は今後の対応が求められるところだ。

世界の6000名の旅行者、及び100名の旅行業界関係
者より、モバイル利用状況や旅行業界関連企業におけ
るモバイルへの意識を調査。音声認識やチャットボッ
ト、AR/VRといった今後の動向を知る上でも有効な情
報を紹介している。

ウェブサイト
（英語）

トラベルポート「モバイル・トラベル・トレンド」
（2020年1月）

問い合わせ先：japan.marketing@travelport.com

日本の500名を含む世界20カ国2万3000名より、旅行の場面における
モバイルやアプリの利用実態を調査。「旅マエ」から「旅ナカ」、「旅ア
ト」に至るまで、また世代別の動向についても取り上げている。

トラベルポート「グローバル・デジタル・トラベラー調査」
（2019年8月）

モバイル機器による
オンライン予約

電話による予約

旅行会社での対面予約

デスクトップによる
オンライン予約

有料の座席指定や機内食、
Wi-Fi、受託手荷物などの料金や

利用方法が分からない 56%

週ごとに

毎日

使わない

月ごとに、もしくはそれ以上

宿泊予約

フライト予約

宿泊検索

フライトチェック

搭乗券の発行

フライト検索

39%

37%

36%

36%

35%

レンタカー検索

ディスカウントの検索

現地での検索や予約

間際の予約

フライトでの
追加サービス購入

優先搭乗の購入

34%

34%

33%

32%

31%

29%

空港でのサービス検索 29%

61%
66%
68%

75%

46%
59%

43%
23%

33%
33%

24%
19%

38%
37%

27%
20%

キャンセルや予約変更の
ルールが複雑

料金に何のサービスが
含まれているか分からない

どの会社を信用していいのか
分からない

どのレビューが信用できるのか
分からない

すべてのデバイスで
自分の予約が参照できない

ベストな料金を調べるのに
時間がかかる

人的サービスが受けられない

フライトやホテル、地上交通を
一括して予約できない

オンラインチェックインや
座席指定のルールを知る必要性

自分の好みを旅行会社が
把握していないこと

出張規定を遵守しなければ
ならないこと

ワンストップでできる
旅程参照

モバイルチェックイン

最新のフライト情報の通知

フライト検索／予約

ホテルやレンタカーの予約

アプリ上での
フライト変更手続き

76%

72%

69%

69%

69%

68%

付帯サービスの手配

空港送迎予約

パーソナル化したオファー

目的地の現地情報

空港の地図

ロイヤリティー・プログラム

66%

64%

63%

62%

61%

60%

Apple/Android Pay決済 54%

クレジットカードスキャン 53%

旅行会社担当者との
チャット機能 51%

運賃が変動した際の告知

予約／購入期限の告知

ディスカウント、セール情報

最新のフライト情報（チェッ
クイン時間や遅延情報など）

新サービスの告知

アプリのアップデート

86%

82%

81%

79%

74%

73%

ロイヤリティー・プログラム
のポイント更新 73%

直販の拡大

新規顧客開拓

ブランド認知度アップ

旅行者（顧客）との
関係強化、維持

イレギュラー時のサポート

顧客サポート

43%

17%

13%

9%

8%

6%

コスト削減 4%

旅行管理ソリューションの
全体への波及

顧客サービス

顧客との関係強化、新規開拓

収益創出

旅行者への
セルフサービス提供

技術革新

69%

68%

63%

58%

44%

44%

顧客との窓口確立 39%

旅行者との関係構築 33%

コスト削減、運用での利益、
規定遵守 32%

おすすめ情報 71%47%

25%

19%

11%

38%

18%

43%

45%

42%

50%

38%

50%

37%

52%

35%

55%

（表1）出張時のフライト予約においてモバイルを使った頻度

毎回 28％

時々／たまに 
24％

したことがない 
20％

出典＝トラベルポート「グローバル・デジタル・トラベラー調査」（2019年8月）

（表2）出張予約時に利用するものは？（複数回答）

出典＝表1に同じ

（表3）予約時に不満なこと（複数回答）

（表4）旅行関連アプリのダウンロード数

出典＝トラベルポート「モバイル・トラベル・トレンド」（2019年1月／2020年1月）

（表5）旅行関連アプリの使用頻度

出典＝トラベルポート「モバイル・トラベル・トレンド」（2020年1月）

（表6）アプリでどんな機能を使うか？（複数回答）

出典＝表1に同じ

■ 18～19歳　■ 20～39歳　■ 40～54歳　■ 55歳以上

大半／多い 29％

（表7）アプリに求める機能は？（複数回答）

出典＝表1に同じ

（表8）便利と感じる通知機能は？（複数回答）

出典＝表1に同じ

（表9）2020年にモバイルが役立つと感じる最大の課題は？

出典＝表5に同じ

（表10）モバイル投資において重視する効果は？（複数回答）

出典＝表5に同じ出典＝表1に同じ

変わらず 54％

減った 24％

増えた 22％

変わらず 34％

減った 13％

増えた 53％

2019年

2020年
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主な機能 主な機能 主な機能

トラベルポートジャパン 〈Travelport〉

トラベルポートの「Travelport Agency Suite」は、
トラベルポートGDSだけでなく、他GDSやNDC、
LCCのコンテンツにも対応、またデータを一元管理
するミッドオフィスの機能も備えた新たな旅行会社
向け基幹システムだ。さらにトラベルポートならで
はの先進機能を搭載。モバイル対応のオンライン予
約／「タビナカ」支援ツールや、業務の自動化（ロ
ボット処理）など、「ワンプラットフォーム」でITコ
ストの削減や業務の効率化を実現できる。

出張者：
Travogオンライン予約ツール

モバイルや自動化にも対応した新基幹システム

Travelport Agency Suite

⃝検索時点で出張規定を判定
⃝さまざまな素材を一括手配、管理
　ホテル、レンタカー、レストランなど
⃝旅程管理アプリと連携、旅ナカも安心
⃝出張申請・承認、経費請求機能
⃝データ分析、レポート機能（出張管理者）

出張管理者：
出張規程管理と出張承認

⃝ポリシーエンジンが出張規定に適合する運賃を 
判別

⃝多階層に対応した承認ワークフロー
⃝PNR作成とともにワークフローを起動
⃝承認はモバイルアプリまたはメールのリンクから

ワンタッチ
⃝承認結果はリアルタイムで出張者に通知

旅行会社：
エージェント向けデスクトップ

⃝旅行会社コンサルタントもさまざまな素材の検索
と予約が可能

⃝出張ポリシーを反映、検索結果から見積案を作成
⃝PNR作成とともにワークフローを起動
⃝分割請求に対応
⃝Smartpoint端末プラグインでAgency Suite上の

プロファイルをPNRに反映

マルチコンテンツエンジン

すべてのコンテンツを標準化し、この基幹システムが
持つ機能を等しく提供できるトラベルポートのマルチ 
コンテンツエンジン。他GDSだけでなく、今後対応が求
められるNDCやLCCのコンテンツも同時に一括検索し、
予約や販売、データ管理できる点にも注目したい。

ミッドオフィス機能

Agency Suiteは基幹システムとして、単なる予約プラッ
トフォームにとどまらず、すべてのデータを一括管理、
分析できるミッドオフィス機能も備えている。

顧客管理

ロボット処理エンジン

強力なロボット処理エンジンを搭載しているので、さま
ざまな業務の自動処理ができる。導入した旅行会社では、
業務渡航でのセルフサービス化率92％を達成。残る8％
のマニュアル処理を除き、すべて自動化した。付加価値
の低い作業を自動化することで、業務負担の軽減、コス
ト削減、より必要な分野への人員配置が可能となる。

日本向けローカルサポートと
コンサルティング

エージェント向けデスクトップから旅行会社側で出張 
予約の手配を行うこともできる。企業の出張ポリシーを
反映、ホテルなど幅広い手配が可能だ。また見積書の 
作成、Smartpoint端末プラグインでAgency Suite上の
プロファイルをPNRに反映できるので、いつもの画面 
からいつもの操作で手配することもできる。

出張管理者は、画面上から出張ポリシーを即座に判別で
き、承認の操作や通知も簡単。マルチコンテンツに対応
する（ 4 ）ので、すべての販売チャネルで共通運用がで
きる。

スマートフォンからでも出張予約ができる便利なツー
ル。プロファイルデータベースと連動するので検索時に
出張規定を判別でき、そのまま出張申請が可能。フライ
トだけでなく、ホテルやレンタカー、レストランの手配
もできるので、一元管理が可能なのも大きな特徴。出張
後はレシートをスキャンして経費を請求、一方出張管理
者は、出張データの分析や、さまざまなレポートを作成
することができる。

どんな場面でも操作しやすく トラベルポートならではの
先進の機能を集約

スマホから予約、旅ナカもアプリでサポート

どんな場面でも操作しやすく

トラベルポートならではの先進の機能を集約

画面上で出張規定を判別、承認や承認通知も Smartpointと連動できるプラグインも搭載

トラベルポートGDSに限らずマルチに対応 すべてのデータを一元管理／分析 業務を自動化、業務負担の軽減に

７
Agency Suiteの日本市場への展開にあたり、トラベルポートでは自社スタッフが日本語化作業を担当。企業ユーザー
目線のわかりやすさに努めている。サポート面でも日本向けの専任スタッフを配置。コンサルティングも行うので、
旅行会社と顧客企業のそれぞれの実情に合わせたアレンジにも柔軟に対応できる態勢を整える。
今後は危機管理や出張者のロケーション管理、また日本市場のニーズに応えた独自の機能も搭載できるよう開発を進
めていく。

654

321

すべての機能を盛り込んだ
ワンプラットフォーム

Travelport 
Agency Suite

日本向けローカルサポートと
コンサルティング7

出張者：
Travogオンライン予約ツール1
出張管理者：
出張規程管理と出張承認2
旅行会社：
エージェント向けデスクトップ3

マルチコンテンツエンジン4

ミッドオフィス機能5

ロボット処理エンジン6

こんな操作を自動化

⃝発券処理
⃝発券期限、ベンダーリマークスの対応
⃝HL/KL、SSRの対応
⃝スケジュール変更への対応
⃝外部予約記録の自動取り込み

トラベルポート
GDS 他GDS

NDCコンテンツ

LCCコンテンツ アグリゲーター

収益管理 会計／未収金
管理

予約管理
データ分析、
レポート、MIS
（経営情報シス
テム）機能

サプライヤー
管理主な機能

エージェント向け
デスクトップ

Smartpointと連動
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BTMソリューションで
出張関連業務の効率向上を実現

「INFINI TripPlan」の
コストと柔軟性を評価

　古河ライフサービスは、古河電工を中核とする古河
グループのインハウス企業だ。同社旅行部門であるト
ラベルサービスグループは、グループ約50社から発生
する国内・海外の出張などの旅行を取り扱い、年間14
億～15億円弱を売り上げる。出張需要は年々増加して
おり、現在は「営業担当５名と、国内手配や事務担当
の数名の少数で運営している」（東京支社トラベルサー
ビスグループ三浦武将氏）状況だ。
　こうした出張手配の取り扱いが増えるなか、出張
経費の削減や業務の効率化を実現するため、古河電
工購買部との連携のもと、導入したのがインフィニ 
トラベル インフォメーションのBTMソリューション

「INFINI TripPlan」だ。システム導入により、出張者
による出張規定（トラベルポリシー）に則った出張予
約を可能とすることで、トラベルポリシーの遵守を図
り、出張経費を削減するのが目的。導入により、結果
として自社スタッフの業務を削減、業務の効率化にも
つながっている。
　導入システムの選定にあたって重視したのが導入コ
スト。「『INFINI TripPlan』は導入コスト、ランニング
コストともリーズナブル。中小の旅行会社でも導入で
きる点でおすすめのソリューションだった」（三浦氏）
ことが選定の大きな決め手となった。

負担軽減に大きな効果

　2018年秋に「INFINI TripPlan」を導入してから１年
半ほど。導入の成果は大きいという。「INFINI TripPlan」
は出張者が自ら検索、予約機能を使い出張手配を行う
ため、当然ながら直接的な手配業務の負担が軽減する。
しかし、間接的にもさまざまな負担軽減につながって
いるという。
　たとえば導入前には出張者から、使用したい航空便
の航空会社別／出発日別の料金比較など、「結果的に
10～20通りの情報を提供しなければならないこともあ
り、大きな業務負担だった。しかし『INFINI TripPlan』
で出張者が自ら検索・比較できるようになり、負担は

大きく減った」（東京支社トラベルサービスグループ小
田純郎氏）。また出張者に候補案を提示して回答を待つ
間に、発券期限が来てしまい、一から作業のやり直し
といったケースも少なくなかったというが、そうした
無駄な作業も回避できるようになった。

出張経費削減にも貢献

　出張規定や承認プロセスのシステムへの組み込みは
企業側のメリットが大きい。あらかじめ出張者ごと
の出張規定を設定でき、規定外のリクエストがすぐ
に、その理由と共に出張者からメールで送られてくる

「INFINI TripPlan」の仕組みは出張者の上司、出張管
理者にも好評だという。その場で迅速に規定外の手配
を行いたい理由を判断し、出張者に承認や再検討の指
示を出せる。

　書類のやり取りの場合は、管理者の最安値の確認な
どが疎かになりがちだが、「INFINI TripPlan」の承認
システムならば簡単に最安値との比較検討が可能で、
その場で自らチェックして出張者のリクエストの是非
を検討することもできる。このため出張者の規定外の
選択を抑止したり、規定遵守のマインドを醸成したり、
など役立っているとのことだ。
　これが結果的に出張費全体の削減にもつながってお
り、「年間1000万円単位のコスト削減効果があったと喜
ばれている」（三浦氏）とのことで、古河電工の購買部
からも評価されているという。

グループ会社へ展開拡大も

　トラベルサービスグループの取扱量は、グループの
中核である古河電工の取り扱いが全体の４割程度。
６割ほどはそれ以外のグループ企業の取り扱いだ。

「INFINI TripPlan」を未導入の取り扱いの方が多い
わけだ。逆に言えばグループ本体での成果をもとに

「INFINI TripPlan」の導入をグループ各社に広げてい
けば、いっそうの効率化を図れることになる。このた
め「今後は『INFINI TripPlan』の導入を呼びかけグ
ループ各社に広げていきたい」（三浦氏）との方針だ。
　「INFINI TripPlan」は古河ライフサービスが最初
の導入企業であり、同社の実際の業務を通じて課題
の発見や改修を重ねている。その意味では「INFINI 
TripPlan」はインフィニ トラベル インフォメーショ
ンと古河ライフサービスが力を合わせて機能や使い勝
手を向上させてきたといえる。それだけに「『INFINI 
TripPlan』は、われわれのような中規模インハウスに
はお勧めのソリューションだと言える」（三浦氏）の言
葉には説得力が感じられる。

「INFINI TripPlan」は、企業向けの出張予約システム
として、出張者自身で出張の予約手配ができるオンラ
インブッキングツール（OBT）を提供、出張規定を反
映した予約が可能なほか、出張の申請や承認にも対応
する。また導入、運用のしやすさも大きなポイント。
出張者はもちろん、顧客企業や旅行会社にとっても、
出張コスト削減や業務効率化に有効なソリューショ
ンだ。

出張者が利用できるOBT
出張規定を反映、出張申請／承認も
　出張者が利用できるOBTは、インターネットの接続
環境があれば、いつでもどこでも出張の予約手配がで
きる。推奨航空会社や利用クラスといった出張規定を
反映し、規定内／規定外といった表示も分かりやすい
ので、出張者が出張規定を十分に理解していなくても
規定を遵守した予約手配が可能。また上長や出張管理
者への申請、さらに承認もオンライン上で完結できる。
　出張規定は、あらかじめ企業の管理者側で登録する。

導入、運用のしやすさがポイント
企業向け出張予約システム  INFINI TripPlan

役職ごとに出張規定を設定したり、また規定外の予約
をする際に、申請／承認フローを設定したり、ほかに
も運賃ルールを参照させ、同意のチェックをした上で
予約へ進ませたり、といったさまざまなアレンジもで
きる。

企業毎に出張データを管理
レポート作成機能も
　顧客企業に「INFINI TripPlan」を提案する旅行会社
にとっても、メリットは大きい。顧客企業が複数ある
際は、企業ごとに出張データを管理することができ、
承認／否決などのステイタスに応じた予約数や予約額
などを集計してレポートを作成できる機能も用意。旅
行会社が顧客企業に提案する際に役立つ。
　ほかにも発券期限を厳しい方から自動判別して通知
したり、発券期限が営業しない土日に当たらないよう
設定したり（現在開発中）、旅行会社のニーズに合った
設定ができるので、出張者、企業に対するリスクヘッ
ジにもつながる。

コストと人手をかけずに
導入、運用が可能
　「INFINI TripPlan」は、出張者が利用できるOBTを
提供するソリューションのなかでも、比較的安価に導
入できる強みがある。導入に関しても、日本語による
表示で人的な負担やコストをかけることなく運用が可
能。サーバーの管理等は、INFINIが行うので、メンテ
ナンスコストも不要だ。

古河ライフサービス

ブッキングツールのログイン画面

出張者自らが出張のフライトを簡単に検索
検索結果も分かりやすい（一例）

出張規定外の際、画面で注意を促してくれる（一例）

古河ライフサービス 東京支社 トラベルサービスグループ 
三浦武将氏（左）、小田純郎氏（右）

レポート画面（一例）



（7）（第３種郵便物認可） 2020年（令和2年）3月9日  増刊第2565号

ITソリューション特集2020
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主な機能 主な機能

インフィニ トラベル インフォメーション 〈INFINI〉

　出張者によるオンラインブッキングツールが登場する一方、未だに旅行会社に予約手配を依頼するケースは多く、
出張者や顧客企業との細々としたやり取りなど、旅行会社にとっては、大きな負担となっている。
　「INFINIビズぷら」は、出張者自らフライトを検索し、旅行会社にメールで見積依頼ができるツール。出張者と旅行
会社双方の電話やメールによる煩雑なやり取りを削減できるので、業務効率改善が期待できる。
　出張者を対象とした調査＊によると、「出張手配時に面倒だと感じること」への回答で、出張者の４人に１人が「旅行
会社との電話、メールの多さ」を挙げている。
　出張者は、「INFINIビズぷら」を使うことで、直感的でグラフィカルなUI（ユーザー・インターフェース）で簡単に、
またモバイル対応でどこからでもフライト検索や見積り依頼、フライトの確認が可能。旅行会社にとっても、出張者
からの問い合わせを削減できるほか、出張者情報を事前に取得することで、手配業務の効率化にも役立つ。

フライト検索は簡単、豊富な検索オプション
フライト詳細は一目で確認

業務渡航向けフライト検索・見積もりツール

出発24時間前通知／空港
ターミナル※／搭乗ゲート※

／遅延情報／フライトキャ
ンセル情報
※変更時も通知

GDS初のチャットオーダー機能
スマホからでもスムーズにやり取り

⃝Critical Alert
自然災害などリスクレベ
ルの高いイベント発生時
に配信
自動で対象者に安否確認
を実施

⃝Warning Alert
ストライキや悪天候等の
警告として配信

（配信方法）
S M S ／ E メ ー ル ／
TripCase内アプリメッ
セージまたはプッシュ 
通知

複数のクライアントを管理、対応
プロファイル機能で登録内容を自動反映 NEW!

スマホで手軽に旅程管理
遅延など最新のフライト情報を通知
PNRを元に旅程を表示、フライトの遅延やキャンセルといった場合もプッシュ通知
でいち早く情報を把握できる便利なアプリ。出張者に限らず、VIP来日時の旅程把握
にも活用できる。APIは公開済で、他社データを取り込むことも。【無料】

渡航中の危機管理もモバイルで
TripCaseと連動、ワンストップのソリューションを実現
PNRと連動し、出張者の危機管理が可能なツール。TripCaseと連動させることで、
出張者に対して、旅程管理や最新のフライト情報の通知に加え、有事の際の情報提
供や安否確認ができるワンストップのソリューションを提供できる。【有料】

　一方、旅行会社の管理者サイトでは、クライアントご
とのサイトを構築、それぞれの要望に合わせ、「お知ら
せ」やリクエスト項目などの表示設定やカスタマイズが
できる。

　また出張者は、手配依頼を行ったフライトの詳細を画
面で確認できるので、出張者から旅行会社への問い合わ
せを減らす効果も期待できる。メールによるオーダーの
場合は、依頼後に受信する受付完了メールで、またプロ
ファイル、チャット利用の場合は、ログイン後、画面上
の依頼履歴から確認が可能だ。

　フライト検索は、日付や区間を入力するだけで、空席
状況に応じて利用可能なフライトを表示。オプションで

「直行便／乗継便」「出発／到着時刻」「アライアンス」「航
空会社」「日系航空会社」といった指定もできる。なお、
画面には、旅行会社のロゴを掲載することが可能だ（全
画面に対応）。

電話やメールでの
やり取りを軽減

＊セーバージャパン「ビジネストラベルマネジメント（BTM）に関する海外出張者の実態調査」（2017年7月）

　手配依頼では、メールによるオーダーに加え、新たに
チャットオーダー機能が登場。「見積依頼ボタン」を押
すと同時に専用スレッドが立ち上がり、出張者と旅行会
社担当者とのコミュニケーションがスレッド上で進行す
る。
　ある調査＊によると、1通のビジネスメール作成にかか
る平均時間は5分27秒という結果が出ている。チャット
オーダー機能は、旅行手配に特化して開発されたチャッ
トシステムで、出張者と旅行会社双方にとって、スムー
ズかつ便利に活用できるツールだ。
　旅行会社の営業時間外など、チャットの返信ができな
い場合は、出張者が利用する画面上に「オペレーター不
在」の表示を出すことが可能。また上長や同行者、旅行
会社の別担当者をチャットに加えるグループ機能も用意
する。
＊一般社団法人 日本ビジネスメール協会「ビジネスメール実態調査 2019」（2019年5月）

　さらに新機能のプロファイル機能では、「依頼者情報」
「旅行者情報」「リクエスト情報」を事前に登録すること
で、見積り依頼時の各情報入力欄（最大29ヶ所）に登録
内容を自動反映させることが可能となった。手入力の必
要なく、ワンクリックで次の画面に遷移できる。

出張者と旅行会社の
業務効率改善に

2つのツールで「旅ナカ」をサポート

（セーフポイント）（トリップケース）

NEW!

旅程表／フライト情報／ホ
テル／レンタカー情報／レ
ストラン情報※／代替便検
索／指定済み座席の確認
※旅程追加が必要

交通案内／ワンクリック電
話（航空会社／ホテル）／
周辺地図

⃝対象者一覧表示
出発済み渡航者／渡航予
定者（リスク発生エリア
へ48時間以内に渡航）

⃝対象者個別表示
旅程／安否確認状況※／
位置情報（GPS連動機能※）

⃝イベント詳細表示

⃝DKナンバー設定
企業管理番号登録による
渡航者抽出／確認が可能

⃝VIP登録機能
事前設定にて、重要顧客
をVIP指定
→「VIPS」として、通常

渡航者と区別して表示

通知機能 旅行管理 お役立ち情報 リスク情報発信 管理者ダッシュボード 便利機能

以下情報を確認 各種予約／スケジュールを
一元管理

旅行関連のお役立ち
情報を検索、参照

リスクレベルに応じて
2種類のアラートを配信

グラフィカル画面で
対象者を一元管理

※Critical Alert配信時のみ

予約手配

PC モバイル

メール

……
……

出張フライト検索

出張者
旅行会社

見積り
リクエスト

チャット NEW!

スマホから安否確認の
回答ができる リスク発生時に出張者の所在を把握現地の交通案内も確認できるフライト情報を参照遅延情報をプッシュ通知
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あなたの会社に必要なシステムがあります。
なぜなら、あなたに必要な機能を選べることができるから。
顧客管理機能を基本機能とし、その他の機能を必要に応じて選択することができます。
もう必要のない機能にお金を払う必要はありません。

〈基本サービス〉
顧客管理では個人・法人顧客の管理／ TODOではTODOリストでステータスを管理／問い合わせ
管理ではお客様からの問い合わせを管理／マスタ管理では方面・国・都市（空港）を管理　※標準
的な情報は設定して提供いたします。／システム設定ではユーザごとに業務の操作権限を管理
〈オプションサービス〉
予約管理ではお客様の予約情報を瞬時に検索／ファイル管理では膨大な紙に溺れている旅行会社
を救助／渡航書類ではEDカード・税関申告書などを簡単出力／入出金管理では予約に紐づくお金
の出入りを管理／団体旅行管理／募集型企画旅行・パッケージツアーなどの団体旅行を登録・管
理／外貨対応／複数外貨のレート設定、取扱いが可能

営業先でも、添乗先でも、もちろんオフィスでも、
ロケーションを選びません。

旅行業顧客管理システム

必要な機能をチョイス! 価格 全旅クーポン

顧客管理機能を基本サービス
とし、必要に応じて機能を選
択することができます。

初期費用0円！
基本使用料は月額1万円！
※指定環境に組込の場合は環

境組込作業オプション料金
が必要となります。

全旅クーポンを利用すると月額
払いでのお支払いができます。
全旅クーポン以外でのお支払い
の場合、ご利用開始月の前月末
までに年額一括払いとなります。

『Tabie Plus』はTabieの機能をベースにお客様の
要望に応じて機能をカスタマイズしたパッケージ
サービスです。新規開発に比べコストを抑えなが
ら、御社のご要望に合わせたシステムを提供する
ことが可能となります。
※費用につきましては、ご相談となります。
※Alert Star対応致しました。

4つのポイント

1. 他システムとの連携機能
2. 出力帳票の追加またはカスタマイズ
3. お客様ご要望の機能の追加
4. ２通りの提供形式

【AWS/社内・社外サーバへの組込】

働き方改革  業務改善が
求められる

〈単純だけど手間な業務〉RPAで代行

相談対応・環境調査・ご提案…
専門の技術者が

貴社のシステム運用を
支援します。

標的型攻撃メールで
被害を出さないために！

〈セキュリティ意識の〉把握向上

コンサルティングサービス

PCIDSS準拠支援サービス

無料のセミナーやポータルサイト運営で旅行会社を支援！

旅行会社向けのセミナーを定期的に開
催しています。NDC、セキュリティ、
働き方改革など業界のトレンドやＩＴ
に関する情報を提供。是非貴社のビジ
ネスのヒントにお役立てください。

旅行目的別にカテゴリ分けされた
検索しやすいサイトで貴社の強み
をご紹介。旅行会社を応援するた
めに開設した旅行者とのマッチン
グサイトです。

■お問合せ先
日本システム開発株式会社  ソリューション本部  サポート・サービス部
〒160-0021 東京都新宿区歌舞伎町2-4-10 KDX東新宿ビル6F
TEL：03-5155-9415　
E-MAIL：support@nsk.co.jp
HOME PAGE >>> http://www.nsk.co.jp/solution

旅行会社のための
セミナー・研究会

旅にこだわる人の
旅行会社探しサイト

http://www.tabism.jp

（社）日本旅行業協会の賛助会員です。

旅行業システムリプレイスについて
Web戦略について
システムについて

営業販売戦略について
セキュリティについて
業務について

貴社の業務を支援します

効率向上　コスト削減　販売拡大
日本システム開発株式会社＜NSK＞は、貴社の課題を見つけ出し、解決するための提案をいたします。

RPA選定・導入支援 情シス代行支援 標的型攻撃メール訓練

お客様の業務を把握し、改善点や問題の本質を見極め、当社製品にとらわれずに最適な解決策をご提案い
たします。培ってきた開発・ネットワーク構築技術で貴社の課題に挑みます。旅行業界の常識のみに囚わ
れない柔軟な提案を旅行会社出身のコンサルタントによる経験に基づいた実践的・実現性のあるアドバイ
スをご提供します。

御社独自の機能を
カスタマイズ!Plus

ニーズに沿ったRPA選定・導入支
援、シナリオ作成、運営管理支援、
業務効率化に関するレポート提出。
派遣社員コストと比較してみて下さ
い。RPAは文句を言わない！朝から
晩まで！24時間働きます！RPAは
設定だけで運用できるものではあり
ません。上手く運用できず結局使わ
れないなんてことも…

◦社内システムはわかる社員が兼務
　本来の業務に充てる時間が削られる
◦環境を見直すには何をすればいい？
◦トラブル発生！どこに聞けばいい？
〈対応例〉

「ネットワークインフラ環境」
「一般的アプリケーション操作」
「セキュリティ」など

標的型メールを模擬した（訓練）メー
ルを社員に送信し、社員がどのよう
に反応・対処するかを調べ、その結
果を報告致します。
オプションでセキュリティ教育およ
びアフターサービスでセキュリティ
のトレンドをアナウンス致します。

★登録旅行会社数365社

登録
無料

参加費
無料

日本システム開発 〈NSK〉

第3フェーズに向け
危機管理への対応を強化

　日本システム開発（NSK）は、最新テ
クノロジーを盛り込んだ旅行業顧客管理
システムTabie（タビエ）を開発し18年
にリリースした。以降、第２フェーズで
カスタマイズへの柔軟な対応を可能にし
たのに加え、このほど第３フェーズへ向
けた取り組みの一環として危機管理機能
の拡充を図った。
　NSKソリューション本部顧問・小山文
宏氏が説明するように「世界的な気候変
動やテロ勢力の活性化等により、海外出
張者が自然災害や事件・事故、疾病の流行
などのリスクに巻き込まれる懸念は年々
増大している。危機管理体制の強化は、
旅行会社や旅行会社の顧客企業にとって
重要度を増すばかり」だからだ。
　そうした時代のニーズに応えるために

Tabieが取り組んだのが、危機管理サー
ビスAlert☆Star（アラート☆スター）と
の連携だ。
　Tabieは第３フェーズとして今春にも
インハウスエージェント版のリリース
を予定しており、企業ニーズの高い危機
管理機能の強化が必須であることから、
Alert☆Starとの連携を先行させた。

Alert☆Star用の
専用データ作成を省力化

　Alert ☆ Star
はJTBグループ
が提供する海外
危機管理目的のメール配信サービスで、
渡航者へ直接、第一報や次の行動のアド
バイス、状況経過を24時間体制でいち早
くメール配信できるのが特徴だ。
　出張者を派遣する各企業にとっては極
めて有効な危機管理ツールとなるため利

用している企業も多い。その一方で、
Alert☆Starを利用している企業を顧客
に抱える旅行会社は、顧客企業の求めに
応じて、出張者の旅行データをAlert☆
Star側にデータ提供する必要が生じる。
　TabieとAlert☆Starの 連 携 が 実 現 す
ることによって、Tabieで作成したCSV
ファイルをAlert☆Starに提供できるた
め、面倒な入力作業を回避できる。
　しかもTabieは、主要GDSの画面を解
析しPNR情報の取込みできる強みもあ
る。つまりGDS上で作成したPNR情報を
TabieでAlert☆Star用のCSVファイルと
して手間をかけずにシステムへ送り届け
られるわけだ。

両機能連携でも
抜群のコスト効率

　Alert☆Starは、出張者行動一元管理
機能、アラートメール自動配信機能、グ
ローバル情報収集機能、出張者行程登録
機能など企業の危機管理担当者の課題を
解決する機能を満たしている。そのAlert
☆Starが顧客管理システムのTabieと連
携することで、出張者・企業・旅行会社
の危機管理体制を１本につなげ、より効
果的な危機管理を実現できる。

　コストを低く抑えられるのも特徴だ。
使用料のハードルを極力低く設定した
Tabieの標準機能（基本使用料・月額1万
円から）とAlert☆Star連携オプションで
あれば「全て合わせても月額６～７万円
から一連の機能を利用することができる」

（取締役ソリューション本部長・羽鳥一吉
氏）のが売りとなっている。
　NSKでは今後、TabieとAlert☆Starの
連携機能の紹介と説明を兼ねて、JTBグ
ローバルアシスタントと共同でセミナー
開催も予定している。

今春にTabie機能も強化

　NSKではTabieのバージョンアップを
着々と進めている。すでに第２フェー
ズとしてカスタマイズ対応可能なTabie 
Plusを提供しているが、危機管理機能や
国際航空券の手配機能を強化したTabie
インハウスエージェント版を今春にもリ
リースする計画だ。GDSで作成したPNR
情報をXML連携により取り込んだ後も、
予約内容変更などの情報を更新し、常に
最新の予約・渡航情報を保持し、旅行会
社の手間と負担を最小化できるのが特徴
だ。
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安 否 回 答

パリで暴徒発生
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危険度：情報 危険度：緊急

エッフェル塔近くで
3月3日デモ予定

デモ予告

初動対応の
アドバイス
ホテルで待機…発生場所地図

■アラート配信から安否確認代行の活用イメージ
事前準備 警戒時 緊急時

渡航情報 5名

モニタリング画面
※管理者用画面イメージ

貴　社
管理機能

貴　社
危機管理
担当者

危機管理
コンサルタント

緊急対応スタッフ

確 認 見 守り 安否の
結果報告連携

海外安全対策
Eラーニング受講

出張届／
人事データ（駐在）

※貴社システムと連携

〈緊急アシスタンスセンター〉

NIRNEZ 5102）C（thgirypoC
CO LTD（Z15LE 第687号）

NIRNEZ 5102）C（thgirypoC
CO LTD（Z15LE 第687号）

連絡がつかない
渡航者には
電話でフォロー

取締役ソリューション本部長
羽鳥一吉氏

ソリューション本部
サポートサービス部
山田健一朗氏

ソリューション本部顧問
小山文宏氏
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